
パネルデータ 補⾜︓差の差分法による合併
分析

講師︓遠⼭祐太

最終更新︓2024-11-26



応⽤例︓企業合併
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応⽤︓Doi and Ohashi (2019)

Doi and Ohashi (2019) "Market structure and product quality: A study of the 2002
Japanese airline merger" https://doi.org/10.1016/j.ijindorg.2017.11.006

問︓⽇本航空（JAL）と⽇本エアシステム（JAS）の経営統合が航空産業の市場に与えた影響

差の差分法と構造推定を⽤いて問いに答えている。

授業では差の差分法による分析部分について紹介する。
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https://doi.org/10.1016/j.ijindorg.2017.11.006


統合の背景

2000 年ごろ、JALとJASは経営統合のために持株会社を作ろうとした。
当時の市場シェア︓JAL 25%, JAS 24%, ANA 48%

公正取引委員会は 2002年3⽉に中間報告を発表し、国内の航空旅客市場における競争に対する
事実上の制約となる可能性があると主張した。

統合の当事者は改善策を提⽰した。
統合前の運賃の⽔準を統合後の運賃の上限として設定する。
最も混雑する空港の9発着枠を解放し、新規参⼊者に割り当てる。

公取委は改善策のもとで統合を承認し、2002 年 10 ⽉に合併が成⽴した。
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企業合併の理論的効果

反競争（anti-competitive）効果︓市場はより集中的になり、競争が減り、価格が上がり、厚
⽣が減る。

効率性（efficiency）効果︓合併当事者は、規模の効果、相互作⽤、知識の移転等を通じて、よ
り効率的になりうる。

上の⼆つの効果は、経済厚⽣上、異なる⽰唆をもたらす。（Williamson's tradeoff）
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記述統計
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差の差分法による分析

アウトカム︓運賃・運航頻度・国内旅客数
2000–2005 年の 274 航路
回帰モデル

企業  ・市場（航路）  ・時間（⽉次） 
 が 2002 年 10 ⽉以降であれば 

市場  の企業  が JAL/JAS（JAL グループ）のいずれかであれば 
 ︓共変量

統制群︓統合していない別の国内航空会社（全⽇本空輸など）
JAL/JAS と競合している航路か、していない航路か
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差の差分法による分析

統合の異質効果を許容する。

 ︓統合後に独占航路になった場合
 ︓統合後に寡占航路になった場合
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結果
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頑健性チェック

処置前のトレンド︓アウトカムを、航路の固定効果・時間の固定効果・統制された航路のダミー
変数と時間の固定効果の交差項に回帰する。

プラシーボ試験︓2000 年 4 ⽉から 2002 年 7 ⽉までの期間を利⽤する。2001 年 7 ⽉のプラ
シーボ統合を考え、その効果を差の差分法で⾒る。
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差の差分法から構造推定へ

本分析におけるDIDの限界
統制群の選び⽅︖
結果をどのように解釈するか︖

企業合併分析においては構造推定アプローチがしばしば⽤いられる。
消費者⾏動、企業⾏動を明⽰的に考える
消費者の需要パラメタ、企業の費⽤パラメタを推定
シミュレーション分析を⽤いて、因果効果を推定する。

もちろん、分析の仮定などで良し悪しはある。

次回︓操作変数法
⽋落変数バイアスを回避して因果効果を推定
経済モデル（需要関数）推定 -> 構造推定
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